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3 日本銀行の決算
貸借対照表

区 分 6事業年度末
（千円）

5事業年度末
（千円） 区 分 6事業年度末

（千円）
5事業年度末

（千円）

資産 729,766,909,653 756,423,149,860 負債 723,839,816,120 750,587,480,270

純資産 5,927,093,532 5,835,669,590

損益計算書

区 分 6事業年度（千円） 5事業年度（千円）

経常収益 4,575,799,618 5,085,878,971
経常費用 1,783,524,420 445,891,616
経常利益 2,792,275,198 4,639,987,355
特別利益 1,940,939 4,072,883
特別損失 472,900,384 1,573,953,770
税引前当期剰余金 2,321,315,753 3,070,106,468
法人税、住民税及び事業税 57,032,035 782,885,651
当期剰余金 2,264,283,718 2,287,220,817

（剰余金の処分）
法定準備金積立額 113,214,185 114,361,040
配当金 5,000 5,000
国庫納付金 2,151,064,532 2,172,854,776

4 日本放送協会の決算
貸借対照表

区 分 6事業年度末
（千円）

5事業年度末
（千円） 区 分 6事業年度末

（千円）
5事業年度末

（千円）

資産 1,266,665,094 1,320,227,749 負債 438,019,117 446,647,371
流動資産 479,990,219 573,413,631 流動負債 259,714,893 274,694,928
固定資産 651,805,379 586,281,786 固定負債 178,304,223 171,952,443
特定資産 134,869,495 160,532,332

純資産 828,645,976 873,580,378

損益計算書

区 分 6事業年度（千円） 5事業年度（千円）

経常事業収入 612,543,671 656,705,583
経常事業支出 655,230,521 676,805,116
経常事業収支差金 � 42,686,849 � 20,099,533
経常事業外収入 9,752,916 7,644,496
経常事業外支出 ― 140,952
経常事業外収支差金 9,752,916 7,503,544
経常収支差金 � 32,933,933 � 12,595,989
特別収入 824,898 1,214,202
特別支出 12,825,366 1,567,182
当期事業収支差金 � 44,934,401 � 12,948,969

（事業収支差金の処分）
事業収支剰余金 � 44,934,401 � 12,948,969
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第 2 日本銀行の財務の状況

日本銀行は、平成 25年 4月に導入した量的・質的金融緩和を始めとする大規模な金融緩和の下で金融

機関等から長期国債（発行から償還までの期間が 2年以上の国債をいう。以下同じ。）等の多額の金融資産

を買い入れるなどしてきた。そして、令和 6年 3月に「金融政策の枠組みの見直し」を決定して以降、短期

金利の操作を主たる政策手段として金融政策を運営するとともに、同年 7月に決定した長期国債買入れの

減額計画に基づき同買入れの減額を進めている。

日本銀行の 6年度の決算の概要は前掲 709ページのとおりであるが、日本銀行の決算等のより的確な

理解に資するために、上記を踏まえて、日本銀行の財務についてその状況を述べると、次のとおりであ

る。

1 日本銀行の金融政策の概要等

⑴ 金融政策の概要
日本銀行は、日本銀行法（平成 9年法律第 89号）に基づき、我が国の中央銀行として、日本銀行券を

発行するとともに、通貨及び金融の調節として、国債等の買入れを行うなどして金融機関等に資金を

供給することや、日本銀行が振り出す手形等の売却を行って金融機関等から資金を吸収することによ

り、金融機関等が相互の資金決済等のために日本銀行に保有している当座預金（以下「日銀当座預金」

という。）の残高を増減させることで、金融市場における資金過不足の調整（以下「金融調節」という。）

を行っている。

また、日本銀行は、平成 20年 10月に、金融調節の一層の円滑化を通じて金融市場の安定確保を図

るために、補完当座預金制度を導入している。この制度は、準備預金制度
（注 1）

の対象となる金融機関に係

る日銀当座預金及び準備預り金
（注 2）
（以下、日銀当座預金及び準備預り金を合わせて「日銀当座預金等」と

いう。）のうち日本銀行に預け入れることが義務付けられている額を超える額（以下「超過準備額」とい

う。）並びに準備預金制度の対象とならない金融機関等のうち所定の金融機関等
（注 3）
（以下「非対象先」とい

う。）に係る日銀当座預金（以下、超過準備額及び非対象先に係る日銀当座預金を合わせて「超過準備額

等」という。）について、いずれも政策委員会で決定した適用利率（制度導入時は年 0.1％）による利息を

付するものである。

（注 1） 準備預金制度 準備預金制度に関する法律（昭和 32年法律第 135号）に基づき、銀行等の預金取扱金融

機関について、預金等の債務に所定の率を乗じて算定される額を日本銀行に預け入れることを義

務付ける制度

（注 2） 準備預り金 準備預金制度の対象となる金融機関のうち日本銀行と当座預金取引のないものに係る

預り金

（注 3） 準備預金制度の対象とならない金融機関等のうち所定の金融機関等 準備預金制度の対象とならな

いが、資金決済等のために日本銀行と当座預金取引を行っている金融機関等のうち証券会社等

⑵ 大規模な金融緩和の概要
日本銀行は、25年 1月に、消費者物価の前年比上昇率で 2％とする物価安定の目標（以下「物価安

定の目標」という。）を導入し、同年 4月に、物価安定の目標を 2年程度の期間を念頭に置いてできる

だけ早期に実現するために「量的・質的金融緩和
（注 4）

」の導入を決定した。また、28年 1月に「マイナス金

利付き量的・質的金融緩和
（注 5）

」の導入を、同年 9月に「長短金利操作付き量的・質的金融緩和
（注 6）

」の導入を

それぞれ決定するなどしてきた。
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そして、日本銀行は、量的・質的金融緩和を始めとする大規模な金融緩和の下で、金融調節の方針

（以下「金融市場調節方針」という。）、資産の買入れ方針、長短金利の操作についての方針（以下「金利

操作方針」という。）等に基づき、長期国債、指数連動型上場投資信託（以下「ETF」という。）及び不動産

投資信託（以下「J ― REIT」という。）の買入れなどを行うとともに、超過準備額等の一部に年マイナス

0.1％の利率を適用するなどしてきた。

（注 4） 量的・質的金融緩和 日本銀行は、平成 25年 4月に「量的・質的金融緩和」を導入し、金融調節の操

作目標を無担保コールレート（オーバーナイト物）から日本銀行が供給する通貨の総量であるマネ

タリーベースに変更するとともに、マネタリーベース及び長期国債等の保有額を大幅に拡大する

ことなどを決定した。

（注 5） マイナス金利付き量的・質的金融緩和 日本銀行は、平成 28年 1月に「マイナス金利付き量的・質

的金融緩和」を導入し、従前の「量的・質的金融緩和」に加えて、超過準備額等の一部に年マイナス

0.1％の利率を適用することなどを決定した。

（注 6） 長短金利操作付き量的・質的金融緩和 日本銀行は、平成 28年 9月に、「量的・質的金融緩和」及び

「マイナス金利付き量的・質的金融緩和」の二つの政策枠組みを強化する形で「長短金利操作付き量

的・質的金融緩和」を導入し、従前のマネタリーベース増加額目標に代えて、短期金利については

超過準備額等の一部に年マイナス 0.1％の利率を適用し、長期金利については 10年物国債金利が

ゼロ％程度で推移するように長期国債の買入れを行うこととする長短金利の操作についての方針

を示すことなどを決定した。

⑶ 金融政策の枠組みの見直し等
ア 金融政策の枠組みの見直し

日本銀行は、令和 6年 3月に、物価安定の目標が持続的・安定的に実現していくことが見通せる

状況に至ったと判断し、これまでの長短金利操作付き量的・質的金融緩和の枠組み及びマイナス金

利政策は、その役割を果たしたと考えているとして、「金融政策の枠組みの見直し」を決定した。そ

して、引き続き物価安定の目標の下で、その持続的・安定的な実現という観点から、短期金利の操

作を主たる政策手段として、経済・物価・金融情勢に応じて適切に金融政策を運営することとし

た。

イ 金融市場調節方針の変更等

日本銀行は、 6年 3月に、金融政策の枠組みの見直しの決定に併せて、金融市場調節方針等につ

いて次のとおりとすることを決定した。すなわち、金融市場調節方針として、それまでの金利操作

方針に代えて、無担保コールレート（オーバーナイト物）を「 0～0.1％程度」で推移するように促す

こととし、これを実現するために、超過準備額等に付する利息について年 0.1％の利率を適用する

こととした。そして、資産の買入れ方針として、長期国債については、これまでとおおむね同程度

の金額
（注 7）

で買入れを継続することとし、ETF及び J ― REITについては、新規の買入れを終了するこ

ととした
（注 8）

。

また、日本銀行は、 6年 7月に、物価安定の目標の持続的・安定的な実現という観点から金融緩

和の度合いを調整することが適切であると判断し、金融市場調節方針を変更して無担保コールレー

ト（オーバーナイト物）を 0.25％程度で推移するように促すこととし、超過準備額等に付する利息

について年 0.25％の利率を適用することとした。そして、長期金利は金融市場において形成され

ることが基本であり、日本銀行による長期国債の買入れは国債市場の安定に配慮するための柔軟性
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を確保しつつ予見可能な形で減額していくことが適切であるとして、月間の長期国債の買入予定額

を、2024年（ 6年）8月から 2026年（ 8年）3月までの間に原則として毎四半期 4000億円程度ずつ

減額し、「2026年 1～ 3月に 3兆円程度」とする計画を決定した
（注 9）
（図表 1参照。以下、月間の長期国

債の買入予定額を減額する計画を「減額計画」という。）。日本銀行は、減額計画により、保有する長

期国債（以下「保有長期国債」という。）の残高は 2026年（ 8年）3月までに「おおよそ 7～ 8％」減少す

るとしている。

（注 7） 資産の買入れ方針の決定時における足元の長期国債の月間買入額は 6兆円程度となっていた。日本

銀行は、実際の買入れについては、ある程度の幅をもって予定額を示すこととし、市場の動向や国債

需給等を踏まえて実施していくこととしていた。

（注 8） その後、日本銀行は、令和 7年 9月に、保有する ETF及び J ― REITについて、当分の間、それぞ

れ年間 3300億円程度及び年間 50億円程度のペースで、取引所市場で形成される価格に基づき、市場

への売却を行うことを決定している。

（注 9） その後、日本銀行は、令和 7年 6月に、減額計画の中間評価を行い従来の減額計画を維持するとと

もに、2026年（ 8年）4月以降の月間の長期国債の買入予定額について、同年 4月から 2027年（ 9年）

3月までの間に原則として毎四半期 2000億円程度ずつ減額し、「2027年 1～ 3月に 2兆円程度」とす

る新たな減額計画を決定している。

図表 1 月間の長期国債の買入予定額

0

6

5

4

3

2

1

(兆円程度)

2024　年
(令和　6　年)

7　月

8　月 9　月 10　月 11　月 12　月 2025　年
(　7　年)

1　月

2026　年
(　8　年)

1　月

2　月 3　月 4　月 5　月 6　月 7　月 8　月 9　月 10　月 11　月

3.3

4.1
4.5

4.9
5.3

12　月 2　月

2.9

3　月

5.7

原則、毎四半期
4000　億円程度ずつ減額

3.7

（注） 2024年（令和 6年）7月の 5.7兆円程度は実績額である。

さらに、日本銀行は、 7年 1月に、金融市場調節方針を変更して無担保コールレート（オーバー

ナイト物）を 0.5％程度で推移するように促すこととし、超過準備額等に付する利息について年

0.5％の利率を適用することとした。

⑷ 中央銀行の財務と金融政策運営に関する基本的な考え方
日本銀行は、 5年 12月に、中央銀行の財務と金融政策運営に関する基本的な考え方を整理した調

査論文「中央銀行の財務と金融政策運営」（日本銀行企画局）を公表している。そして、この中で、中央

銀行は、継続的に通貨発行益
（注10）

が発生するため、やや長い目でみれば、通常、収益が確保できる仕組み

となっているほか、自身で銀行券や当座預金といった支払決済手段を提供できることから、一時的に

赤字又は債務超過となっても政策運営能力に支障を生じないとした上で、ただし、いくら赤字や債務

超過になっても問題ないということではなく、中央銀行の財務リスクが着目されて金融政策を巡る無
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用の混乱が生ずる場合、そのことが中央銀行又は通貨の信認の低下につながるリスクがあるため、財

務の健全性を確保することは重要であるとしている。また、一般に、大規模な資産買入れなどの金融

緩和を実施している局面ではバランスシートの拡大により収益が押し上げられる一方、バランスシー

トが縮小していく出口の局面では、当座預金に付される金利の引上げなどによって、収益が減少しや

すいという特徴があることを踏まえて、出口に向けた収益の振幅を平準化し、財務の健全性を確保す

る観点から、債券取引損失引当金の制度を拡充するなど、自己資本の充実に努めてきているなどとし

ている。

（注10） 通貨発行益 日本銀行は、令和 5年 12月に公表した「中央銀行の財務と金融政策運営」（日本銀行企画

局）において、中央銀行は、通常、買い入れた国債等から利息収入を得る一方、負債である当座預

金のうち預け入れることが義務付けられている部分や銀行券に対しては金利が付されない収益構

造となっているため、安定的に収益を上げることができることとなっており、この収益を「通貨発

行益」というとしている。

2 日本銀行の財務の状況
⑴ 資産、負債等
ア 長期国債

日本銀行は、長期国債について、 6年 3月に金融政策の枠組みの見直しを決定するまでの間、大

規模な金融緩和の下で買入れを行い保有額を大幅に拡大してきた。そして、この決定以降も従前と

おおむね同程度の金額で買入れを継続することとしていたが、同年 7月に決定した減額計画に基づ

き、同年 8月から 8年 3月までの間は、月間の長期国債の買入予定額を原則として毎四半期 4000

億円程度ずつ減額しながら買入れを行うこととしている。

6年度における長期国債の買入額等の状況をみると、図表 2のとおり、買入額は、日本銀行が減

額計画に基づき買入れの減額を進めたことなどにより、前年度から 26兆 4994億円減少して 61兆

0815億円（量的・質的金融緩和導入前の平成 24年度は 44兆 8614億円）となっている。また、保有

長期国債の償還等額（償還期限が到来して償還された保有長期国債の金額等をいう。以下同じ。）

は、前年度から 5兆 7131億円減少して 72兆 4707億円（同 24兆 1988億円）となっている。このよ

うに、令和 6年度は買入額が償還等額を下回ったことから、その差額の 11兆 3892億円分について

保有長期国債の残高が前年度末から減少することになる。
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図表 2 長期国債の買入額等の状況
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償還等額(△) 保有長期国債の残高の増加又は減少(△)分買入額

44　兆　8614　億円

20　兆　6626　億円
9　兆　3971　億円

87　兆　5809　億円

61　兆　0815　億円

△　24　兆　1988　億円

△　78　兆　1838　億円
△　72　兆　4707　億円

△　11　兆　3892　億円

（注） 償還等額には、償却原価法（（注 11）参照）による評価替えに伴う帳簿価額の変動額等が含まれる。

日本銀行は、保有長期国債については、中央銀行としての財務の特性や原則として償還期限まで

保有している実態等を踏まえて、会計規程（平成 10年 10月制定）に基づき、償却原価法
（注11）

により評価を

行うこととしている。このため、保有長期国債の貸借対照表価額は、取得原価と額面金額との差額

を償還期限に至るまで毎期均等に取得原価に加減して算定した金額が計上されており、時価の変動

による影響を受けることはない。

一方、日本銀行は、国債を含む保有有価証券の時価に係る情報を決算説明資料等において参考情

報として公表している。

6年度末における保有長期国債の貸借対照表価額、含み損益等の状況をみると、図表 3のとお

り、貸借対照表価額は、買入額が償還等額を下回ったことから、前年度末から 11兆 3892億円減少

して 574兆 2275億円（平成 24年度末 91兆 3492億円の約 6.2倍）となっている。また、含み損益に

ついては、市場金利の動向を反映して時価が貸借対照表価額を下回って含み損が生じており、その

額は前年度末から 19兆 1913億円増加して 28兆 6228億円（24年度末は 2兆 5248億円の含み益）と

なっている。

この含み損については、日本銀行が保有長期国債の評価方法として償却原価法を採用している中

で、保有長期国債を償還期限まで売却せずに保有していれば顕在化することはないと考えられる。

（注11） 償却原価法 取得原価と額面金額との差額を償還期限までの間、毎期均等に償却する方法であ

り、これに伴う損益は、日本銀行の損益において、長期国債利息に含める形で計上される。

図表 3 保有長期国債の貸借対照表価額、含み損益等の状況 （単位：億円）

区 分 平成
24年度末

令和
5年度末 6年度末

貸借対照表価額⒜ 91兆 3492 585兆 6168 574兆 2275

時 価⒝ 93兆 8741 576兆 1853 545兆 6046

含み損（�）益⒞＝⒝－⒜ 2兆 5248 � 9兆 4314 �28兆 6228
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また、令和 6年度末における保有長期国債について、償還期限までの残存期間別の残高の状況を

みると、図表 4のとおり、 1年以内に償還期限が到来する残存期間「 1年以下」の残高は、前年度末

から 11兆 7661億円増加して 80兆 2438億円（平成 24年度末は 22兆 9670億円）となっている。

図表 4 保有長期国債の残存期間別の残高等の状況 （単位：億円、年）

残存期間 平成
24年度末

令和
5年度末 6年度末

1年以下 22兆 9670 68兆 4777 80兆 2438

1年超 3年以下 32兆 7683 133兆 8729 131兆 3290

3年超 5年以下 9兆 3225 102兆 2422 96兆 3051

5年超 10年以下 16兆 5795 175兆 3314 167兆 0105

10年超 8兆 5450 97兆 3761 93兆 3709

残高計 90兆 1823 577兆 3003 568兆 2593

平均残存期間 3.9 6.6 6.4

注⑴ 残存期間別の残高は額面金額ベースであり、その合計は貸借対照表価額と
は一致しない。

注⑵ 平均残存期間は、銘柄別の残高等を基に加重平均して算出しており、小数
点第 2位以下を四捨五入している。

イ ETF及び J ― REIT

日本銀行は、ETF及び J ― REITについて、令和 6年 3月に金融政策の枠組みの見直しを決定す

るまでの間、大規模な金融緩和の下で買入れを行い保有額を大幅に拡大してきたが、この決定に併

せて新規の買入れを終了することとしており、その後の買入れは行われていない。

日本銀行は、ETF及び J ― REITについては、金融政策目的で買い入れたものであり、その保有

の目的や実態が民間企業等とは異なることを踏まえて、会計規程に基づき、原価法
（注12）

により評価を行

うこととしている。そして、保有等に伴う損失発生可能性に備えて、同規程に基づき、ETF及び

J ― REITの時価の総額がそれぞれの帳簿価額の総額（貸借対照表価額）を下回る場合には、その差

額に対してそれぞれの引当金を年度末等に計上することとしている。

6年度末における ETF及び J ― REITの貸借対照表価額及び含み損益の状況をみると、図表 5の

とおり、貸借対照表価額は、それぞれ前年度末とほぼ同額
（注13）

の 37兆 1861億円（平成 24年度末 1兆

5440億円の約 24.0倍）及び 6657億円（同 1189億円の約 5.5倍）となっている。また、含み損益につ

いては、株式市場等の動向を反映していずれも時価が貸借対照表価額を上回って含み益が生じて

おり
（注14）

、それぞれ、ETFは前年度末から 4兆 4408億円減少して 32兆 8712億円（24年度末は 5501億

円）、J ― REITは前年度末から 293億円減少して 532億円（同 718億円）となっている。このよう

に、いずれも含み益が生じているため、上記の引当金は計上されていない。

（注12） 原価法 取得原価により貸借対照表に計上する方法

（注13） 令和 6年度末における ETF及び J ― REITの貸借対照表価額について、ETFは金融機関等に対する

保有銘柄の貸付けに係る未収貸借取引収益が減少したこと、J ― REITは保有銘柄の一部について資本

の払戻しが行われたことから、それぞれ前年度末から若干減少している。

（注14） 日本銀行は、令和 6年度末時点の ETFの保有状況を前提として機械的に試算すると、日経平均株

価が 1万 9000円程度を下回る場合や東証株価指数（TOPIX）が 1400ポイント程度を下回る場合に ETF

全体の時価が貸借対照表価額を下回る計算となるとしている。そして、この場合は含み損が生ずるこ

とになるが、日本銀行は、このような場合には、その含み損に対して引当金を計上するため、これに

より日本銀行の財務の健全性の確保を図ることができるなどとしている。
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図表 5 ETF及び J ― REITの貸借対照表価額及び含み損益の状況
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平成　24　年度末 令和　5　年度末 6　年度末 6　年度末令和　5　年度末

(兆円)

貸借対照表価額

6659　億円

718　億円

532　億円

0
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平成　24　年度末

(億円)

含み益貸借対照表価額 含み益

1　兆　5440　億円 37　兆
1861億円

32　兆
8712億円

37　兆
1861億円

37　兆
3120億円

⑴　ETF ⑵　J－REIT

825　億円

1189　億円

6657　億円

5501　億円

（注） ETF及び J ― REITは、国債のように償還期限が設定されるものではないため、その保有残高は処分、
減損処理等によって減少することとなり、処分が行われる場合には、ETF及び J ― REITの帳簿価額と処
分価格との差額が損益としてそれぞれ計上されることになる。

ウ 総資産残高、総負債残高等

令和 6年度末における総資産残高は、図表 6及び図表 7のとおり、前年度末から 26兆 6562億円

減少して 729兆 7669億円（平成 24年度末は 164兆 8127億円）となっている。これは、保有長期国

債が前年度末から 11兆 3892億円減少して 574兆 2275億円（同 91兆 3492億円）となったことや、

共通担保資金供給オペレーション
（注15）

に係る貸付残高が減少したことなどにより「貸出金
（注16）

」が前年度末か

ら 11兆 0953億円減少して 96兆 8126億円（同 25兆 4870億円）となったことなどによる。

また、令和 6年度末における総負債残高は、前年度末から 26兆 7476億円減少して 723兆 8398

億円（平成 24年度末は 161兆 5239億円）となっている。これは、「その他預金
（注17）

」が前年度末から 9兆

1740億円増加して 47兆 0174億円（同 1911億円）となった一方、減額計画に基づく長期国債の買入

れの減額等による資金供給の減少により日銀当座預金が前年度末から 30兆 7493億円減少して 530

兆 4326億円（同 58兆 1289億円）となったことなどによる。

このように、令和 6年度末における総資産残高及び総負債残高は、いずれも前年度末から減少し

ているが、量的・質的金融緩和導入前の平成 24年度末と比較すると約 4.4倍の規模となってい

る。

（注15） 共通担保資金供給オペレーション 日本銀行が、公開市場操作として、金融機関等からあらかじ

め差し入れられた国債等の適格担保を担保として、金融市場の情勢等を勘案し貸付けの都度貸

付期間を決定して当該金融機関等に対して行う資金供給

（注16） 貸出金 日本銀行が、金融緩和効果を一段と浸透させるなどのために、金融機関等に対する資金

供給として行っている各種の貸付けに係る残高であり、この残高は、日本銀行の貸借対照表の

資産科目である「貸出金」に計上される。

（注17） その他預金 外国中央銀行等から受け入れた預金
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図表 6 総資産残高、総負債残高等の状況

(兆円)
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0

総資産残高
164　兆　8127　億円

長期国債
91　兆　3492　億円

長期国債
585　兆

6168　億円

発行銀行券
120　兆

8798　億円

日銀当座預金
561兆

1820　億円

令和　5　年度末平成　24　年度末

短期国債 34　兆　0063　億円
J－REIT 　1189　億円
外貨建資産 　5　兆　5264　億円
その他 　　　6　兆　7806　億円

短期国債 4　兆　0466　億円
J－REIT 　6659　億円
外貨建資産 　10　兆　7361　億円
その他 　　　10　兆　2635　億円

貸出金
25　兆

4870　億円

ETF
1　兆

5440　億円

日銀当座預金
58　兆　1289　億円

発行銀行券
83　兆　3782　億円

その他
19　兆　8256　億円

その他
預金

1911　億円

純資産
3　兆　2887　億円

総負債残高
161　兆　5239　億円 ETF

37　兆
1861　億円

長期国債
574　兆

2275　億円

発行銀行券
118　兆

6685　億円

日銀当座預金
530　兆

4326　億円

短期国債 1　兆　7033　億円
J－REIT 　6657　億円
外貨建資産 11　兆　1835　億円
その他 　　　7　兆　9879　億円

ETF
37　兆

1861　億円

6　年度末

純資産
5　　兆　8356　億円

総負債残高
750　兆　5874　億円

総資産残高
756　兆　4231　億円

貸出金
107兆

9079　億円

純資産
5　　兆　9270　億円

総資産残高
729　兆　7669　億円

総負債残高
723　兆　8398　億円

貸出金
96　兆　8126　億円 その他預金

47　兆　0174　億円
その他預金

37　兆　8433　億円

その他
30　兆　6822　億円

その他
27　兆　7211　億円

（注） 資産の「外貨建資産」は、国際金融協力の実施等に備える目的で保有している外貨預け金、外貨債券、外
貨投資信託及び外貨貸付金である。

図表 7 総資産残高、総負債残高等の推移
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⑵ 損益、当期剰余金の処分等

ア 長期国債利息等

日本銀行は、保有長期国債から得られる長期国債利息について、会計規程に基づき、保有長期国

債の受取利息に償却原価法に基づく利息調整損益
（注18）

を加減して算定することとしている。

令和 6年度における長期国債利息の状況をみると、図表 8のとおり、前年度から 3587億円増加

して 2兆 0746億円（平成 24年度 6005億円の約 3.4倍）となっている。これは、相対的に表面利率
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の高い保有長期国債の残高が増加したことなどにより受取利息が前年度から 1298億円増加して 3

兆 3476億円（24年度は 9595億円）となったほか、額面金額を上回る価額で長期国債を買い入れた

ことに係る利息調整損が減少したことなどにより利息調整損益のマイナス幅が前年度から 2289億

円縮小して 1兆 2730億円（同 3590億円）となったことによる。

（注18） 償却原価法に基づく利息調整損益 償却原価法では、保有長期国債の貸借対照表価額及び長期国

債利息は、いずれも、保有長期国債の取得原価と額面金額との差額を取得年度以降償還期限に

至るまで毎期均等に加減して算定することとなっており、取得原価が額面金額を上回る部分が

利息調整損、下回る部分が利息調整益となる。

図表 8 長期国債利息の状況

平成　24　年度 令和　5　年度 6　年度

3

2

1

0

△　2

△　1

4
(兆円)

受取利息長期国債利息(計) 利息調整損(△)益

6005　億円 9595　億円

△3590　億円

△　1　兆　2730　億円

1　兆　7158　億円
3　兆　2177　億円

△　1　兆　5019　億円

2　兆　0746　億円

3　兆　3476　億円

また、令和 6年度における保有長期国債の利回り
（注19）

の状況をみると、図表 9のとおり、前年度の

0.291％から 0.062ポイント上昇して 0.353％（平成 24年度は 0.719％）となっている。これは、過去

に買い入れた相対的に利回りの低い保有長期国債が償還された一方で、新たに相対的に利回りの高

い長期国債を買い入れたことなどによる。

（注19） 保有長期国債の利回り 各年度において長期国債利息を保有長期国債の平均残高で除して得た比

率

図表 9 保有長期国債の利回りなどの状況
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利息　6005　億円
平均残高　83　兆　5174　億円

利回り　0.291　%
利息　1　兆　7158　億円
平均残高　588　兆　1919　億円

利回り　0.353　%
利息　2　兆　0746　億円
平均残高　586　兆　8791　億円

（注）「長期国債利息」及び「保有長期国債の平均残高」の棒グラフは、それぞれ平成 24年度の数値を 100とした
場合の指数を示している。
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イ 補完当座預金制度に係る支払利息

日本銀行は、令和 6年 3月の金融政策の枠組みの見直しの決定に併せて、日銀当座預金等のうち

超過準備額等全体の残高に対して年 0.1％の利率を適用することとした
（注20）

。そして、同年 7月及び 7

年 1月に適用利率を変更して、それぞれ年 0.25％及び年 0.5％に引き上げている。

6年度における補完当座預金制度に係る支払利息の状況をみると、上記のとおり超過準備額等の

残高に対する適用利率が年 0.1％から年 0.5％へと段階的に引き上げられたことなどから、図表 10

のとおり、前年度から 1兆 0629億円と大幅に増加して 1兆 2517億円（平成 24年度 315億円の約

39.6倍）となっている。

（注20） 日本銀行は、マイナス金利付き量的・質的金融緩和の導入の決定に併せて平成 28年 1月に改正し

た補完当座預金制度の下で、日銀当座預金等を 3段階の階層に分割し、それぞれの階層に応じて年

0.1％、年 0％及び年マイナス 0.1％の利率を適用することとしていたが、令和 6年 3月の金融政策の

枠組みの見直しの決定に併せてこの階層構造を廃止した。

図表10 補完当座預金制度に係る支払利息等の状況 （単位：億円）

区 分 平成
24年度

令和
5年度 6年度

補完当座預金制度に係る支払利息 315 1887 1兆 2517

超過準備額等の残高 32兆 5519 505兆 2768 515兆 9084

注⑴ 令和 5年度の補完当座預金制度に係る支払利息の額は、 5年 4月 1日から 6年 3月 20日ま
での間、超過準備額等の一部に対して年マイナス 0.1％の利率を適用して算定された受取利
息が発生していたため、年 0.1％の利率に係る支払額 2121億円から年マイナス 0.1％の利率
に係る受取利息 233億円を減じて算定されている。

注⑵ 超過準備額等の残高は、各年 4月から翌年 3月までの各積み期間（当月 16日から翌月 15日
までの期間）における平均残高の平均である。

ウ 経常損益

令和 6年度における経常損益の状況をみると、図表 11及び図表 12のとおり、収益面では、長期

国債利息が前年度から 3587億円増加して 2兆 0746億円（平成 24年度は 6005億円）となった一方、

外貨建資産から生ずる為替差損益について、為替レートの変動の影響を受けて前年度の 1兆 3021

億円の為替差益が 908億円の為替差損（同 6036億円の為替差益）に転じたことなどから、経常収益

は前年度から 5100億円減少して 4兆 5757億円（同 1兆 3982億円）となっている。また、費用面で

は、補完当座預金制度に係る支払利息が前年度から 1兆 0629億円増加して 1兆 2517億円（同 315

億円）となったことなどから、経常費用は前年度から 1兆 3376億円増加して 1兆 7835億円（同

2665億円）となっている。そして、経常収益から経常費用を差し引いた経常利益は、前年度から 1

兆 8477億円減少して 2兆 7922億円（24年度 1兆 1316億円の約 2.4倍）となっている。
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図表11 経常損益の状況

ETF　運用益
1　兆　2356　億円

　令和　5　年度

その他の費用
379　億円

特別利益
19　億円

長期国債利息
　1　兆　7158　億円

経費　2191　億円
為替差損
908　億円

長期国債利息
2　兆　0746　億円

ETF　運用益
1　兆　3826　億円

その他の収益
1　兆　1185　億円

経費　2215　億円

補完当座預金
制度に係る
支払利息

　1　兆　2517　億円

その他の費用
2194　億円

特別損失
4729　億円

当期剰余金
2　兆　2642　億円

法人税等
570　億円

特別損失
　1　兆　5739　億円

為替差益
　1　兆　3021　億円

法人税等
7828　億円

その他の収益
8322　億円

当期剰余金
　2　兆　2872　億円

経常利益
2　兆

7922　億円

経常収益
5　兆　0858　億円

経常収益
4　兆　5757　億円

経常費用
1　兆

7835　億円

平成　24　年度 6　年度

補完当座預金制度
に係る支払利息

1887　億円

ETF
運用益

214　億円

経常収益
　1　兆　3982　億円

その他の費用
450　億円

補完当座預金制度
に係る支払利息

経常費用
2665　億円

経常利益
　1　兆

1316　億円

特別利益
69　億円

経費　1899　億円

特別損失
3019　億円
法人税等
2606　億円

当期剰余金
5760　億円

長期国債利息
6005　億円

為替差益
6036　億円

その他の収益
1726　億円

315　億円

貸出金利息 332　億円
短期国債利息 220　億円
外貨債券収益等　　772　億円
J－REIT運用益 51　億円
その他 349　億円

貸出金利息 93　億円
短期国債利息 △34　億円
外貨債券収益等  3735　億円
J－REIT運用益 312　億円
その他　　　　  4215　億円

貸出金利息 578　億円
短期国債利息 　27　億円
外貨債券収益等  5189　億円
J－REIT運用益 327　億円
その他　　　　  5061　億円

経常利益
　4　兆

6399　億円

経常費用
4458　億円

特別利益
40　億円

（注） 令和 6年度の特別損失 4729億円（ 5年度は 1兆 5739億円）のうち 4727億円（同 9227億円）は債券取引損
失引当金に積み立てた額である。

図表12 経常損益の推移

△2.0

△1.0

6.0

5.0

4.0

3.0

2.0

1.0

0.0

平成　24 25 26 27 28 29 30 令和元 2 3 4 5 6年度

(兆円)

経常利益

長期国債利息経常収益：
経常費用： 為替差損

為替差益
経費

ETF　運用益
補完当座預金制度に係る支払利息

その他の収益
その他の費用

エ 特別損益としての債券取引損失引当金積立額等
日本銀行は、金融調節等を通じて取得した長期国債又は外貨建資産について、日本銀行法施行令

（平成 9年政令第 385号）等に基づき、各年度において、収益の額が損失の額を超えるときは、その超
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える部分の金額の全部又は一部を、財務大臣の承認を受けて、それぞれ債券取引損失引当金又は外

国為替等取引損失引当金として積み立てることができることとなっている。そして、両引当金は、

会計規程に基づき、貸借対照表の負債に計上され、その積立額又は取崩額は、特別損益の経理にお

いてそれぞれ特別損失又は特別利益に計上されることとなっている。

両引当金のうち債券取引損失引当金については、量的・質的金融緩和の実施に伴って日本銀行に

生じ得る収益の振幅を平準化し、財務の健全性を確保する観点から、27年 11月の日本銀行法施行

令等の改正を経て制度が拡充
（注21）

されており、27年度決算から当分の間、収益の額
（注22）

に長期国債利息の

金額の全部又は一部を含めること、損失の額
（注22）

に有利子負債
（注23）

に係る支払利息の金額を含めることと

なっている。

また、会計規程によれば、両引当金の積立て又は取崩しは、後掲の日本銀行の自己資本比率が、

各上半期及び各年度において 10％程度
（注24）

となることを目途として、おおむねその上下 2％の範囲と

なるよう運営するとされており、その積み立てるべき又は取り崩すべき金額は、長期国債又は外貨

建資産に係る損益の 50％に相当する金額を目途として、自己資本比率の水準及び損益の動向等を

勘案して定めるなどとされている。

令和 6年度における特別損益の状況をみると、図表 13のとおり、債券取引損失引当金の積立額

が特別損失のほとんどを占めている。そして、債券取引損失引当金は、財務大臣の承認を受けて、

長期国債利息 2兆 0746億円に所定の比率
（注25）

を乗じて得た収益の額 1兆 8315億円と、有利子負債に係

る支払利息 1兆 2869億円等の損失の額 1兆 3587億円との差額の 100％に相当する額が積み立てら

れており、積立額は前年度から 4499億円減少して 4727億円（平成 24年度は計上なし）となってい

る。

また、外国為替等取引損失引当金は、前年度の 1兆 3021億円の為替差益が 908億円の為替差損

に転じているが、取崩しは行われていない（同 3018億円の積立て）。

日本銀行は、令和 6年度に長期国債に係る損益の 100％に相当する額を債券取引損失引当金に積

み立てたこと及び外国為替等取引損失引当金の取崩しを行わなかったことについては、今後更なる

収益の下振れや自己資本の減少が見込まれる中で、日本銀行の財務の状況や収益の動向等を総合的

に勘案して決定したとしている。

（注21） 日本銀行は、平成 27年 11月の債券取引損失引当金の制度の拡充について、こうした措置は収益の

振幅を平準化して財務の健全性を確保する観点から大きな効果を持ち、事前の対応としては十分なも

のであるが、日本銀行の財務は将来における経済・物価情勢、金利環境等によって大きく変わり得る

ため、今後とも財務の健全性を確保する観点から適切に対応していく必要があると考えているとして

いる。

（注22） 債券取引損失引当金制度が拡充される前の収益の額は、長期国債の売却及び償還により生ずる利益

の金額とされていた。同様に損失の額は、その売却及び償還並びに年度末における評価換えにより生

ずる損失の金額とされていた。

（注23） 有利子負債 超過準備額、売出手形等

（注24） 日本銀行は、自己資本比率の水準としては、過去における保有資産の価格変動等による損失発生の

状況等を勘案して 10％程度を確保することが適当であると考えているとしている。

（注25） 有利子負債の平均残高（令和 6年度は 518兆 1255億円）を保有長期国債の平均残高（同 586兆 8791

億円）で除して得た比率（同 88.28％）
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図表13 特別損益としての債券取引損失引当金積立額等の状況 （単位：億円、％）

区 分 平成
24年度

令和
5年度 6年度

特別利益⒜ 69 40 19

うち債券取引損失引当金取崩額 ― ― ―

うち外国為替等取引損失引当金取崩額 ― ― ―

両引当金取崩額の合計⒝ ― ― ―

両引当金取崩額の割合⒝/⒜ ― ― ―

特別損失⒞ 3019 1兆 5739 4729

うち債券取引損失引当金積立額 ― 9227 4727

うち外国為替等取引損失引当金積立額 3018 6510 ―

両引当金積立額の合計⒟ 3018 1兆 5737 4727

両引当金積立額の割合⒟/⒞ 99.9 99.9 99.9

オ 当期剰余金及びその処分

各年度における剰余金（以下「当期剰余金」という。）は、経常利益に特別損益を加減したものから

法人税等を差し引いた額となっている。

6年度における当期剰余金の状況をみると、図表 14のとおり、前年度から 229億円減少して 2

兆 2642億円（平成 24年度は 5760億円）となっている。これは、前年度と比較して、経常利益が 1

兆 8477億円減少した一方、特別損失が 1兆 1010億円減少したこと、法人税等が 7258億円減少し

たことなどによる。

また、日本銀行は、日本銀行法に基づき、各年度の損益計算上当期剰余金を生じたときは、当期

剰余金の 5％に相当する金額
（注26）

を準備金（以下「法定準備金」という。）として積み立てなければならな

いこととなっている。そして、法定準備金の積立てについては、債券取引損失引当金等の積立て又

は取崩しの場合と同様に、会計規程に基づき、自己資本比率が 10％程度となることを目途とし

て、おおむねその上下 2％の範囲となるよう運営することとなっている。

令和 6年度における法定準備金は、当期剰余金の 5％に相当する額が積み立てられており、積立

額は、当期剰余金が減少したことから、前年度から 11億円減少して 1132億円（平成 24年度は 288

億円）となっている。

また、日本銀行は、日本銀行法に基づき、当期剰余金のうち法定準備金への積立て及び出資者へ

の配当を行った後の残額を国庫に納付しなければならないこととなっている。

令和 6年度における国庫納付金は、当期剰余金が減少したことなどから、前年度から 217億円減

少して 2兆 1510億円（平成 24年度は 5472億円）となっている。

（注26） 日本銀行法では、特に必要があると認められるときは、財務大臣の認可を受けて当期剰余金の 5％

に相当する額を超える金額を法定準備金として積み立てることができることとなっている。
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図表14 当期剰余金及びその処分の状況 （単位：億円、％）

区 分 平成
24年度

令和
5年度 6年度

経常利益⒜ 1兆 1316 4兆 6399 2兆 7922

特別利益⒝ 69 40 19

特別損失⒞ 3019 1兆 5739 4729

法人税等⒟ 2606 7828 570

当期剰余金⒠＝⒜＋⒝－⒞－⒟ 5760 2兆 2872 2兆 2642

法定準備金積立額⒡ 288 1143 1132

積立率⒡/⒠ 5.0 5.0 5.0

配当金⒢ 0 0 0

国庫納付金⒣＝⒠－⒡－⒢ 5472 2兆 1728 2兆 1510

（注） 配当金は、出資者に対して各年度総額 500万円が支払われている。

⑶ 自己資本

日本銀行の自己資本は、資本金、法定準備金（当期剰余金の処分において積み立てられる金額を含

む。）等の純資産のほか、債券取引損失引当金及び外国為替等取引損失引当金で構成される。

前記のとおり、日本銀行は、中央銀行は一時的に赤字又は債務超過となっても政策運営能力に支障

を生じないとした上で、中央銀行の財務リスクが着目されて金融政策を巡る無用の混乱が生ずる場

合、そのことが中央銀行又は通貨の信認の低下につながるリスクがあるため、財務の健全性を確保す

ることは重要であるとしている。そして、収益の振幅を平準化し、財務の健全性を確保する観点か

ら、27年に債券取引損失引当金の制度を拡充するなど、自己資本の充実に努めてきているなどとし

ている。

また、日本銀行は、財務の健全性に関する指標として、会計規程に基づき自己資本比率を算定し

て、これを公表している。日本銀行の自己資本比率は、同規程において、上半期末又は年度末の自己

資本残高をその期中における日本銀行券の平均発行残高で除して算定
（注27）

することとなっている。そし

て、前記のとおり、自己資本比率が 10％程度となることを目途として、おおむねその上下 2％の範

囲となるように、特別損益の経理において債券取引損失引当金等の積立て又は取崩しを行った後、当

期剰余金の処分において法定準備金の積立てを行うこととなっている。

令和 6年度末における自己資本残高及び自己資本比率の状況をみると、図表 15のとおり、自己資

本残高は、債券取引損失引当金 4727億円及び法定準備金 1132億円を積み立てたことから、前年度末

から 5860億円増加して 14兆 1518億円（平成 24年度末は 6兆 0811億円）となっている。また、自己

資本比率は、自己資本残高が増加したことなどから、前年度末から 0.61ポイント上昇して 11.78％

（同 7.45％）となっている。

（注27） 日本銀行は、量的・質的金融緩和の導入以降、日銀当座預金の残高が発行銀行券の残高を大幅に上回

り負債の大部分を占めるようになってきている中で、自己資本比率の算定に当たり日本銀行券の平均発

行残高を用いている理由について、中央銀行にとって恒久的な負債となるのは日本銀行券であり、通貨

の信認維持の観点から、この日本銀行券の発行残高と自己資本残高との対比で財務の健全性の確保を

図っていくことが適当であると考えているためであるなどとしている。
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図表15 自己資本残高及び自己資本比率の状況

2　兆　7414　億円

2　兆　2433　億円

6　兆　9849　億円

1　兆　0963　億円
2　兆　9180　億円

3　兆　6627　億円
3　兆　7759　億円

7　兆　4577　億円

7.45　％

1　億円

1　億円

2　兆　9180　億円

11.17　％ 11.78　％

平成　24　年度末 6　年度末令和　5　年度末
債券取引損失引当金資本金

外国為替等取引損失引当金
法定準備金等
自己資本比率(右軸)
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自己資本比率 11.78　％
自己資本残高 14　兆　1518　億円
日本銀行券平均発行残高　120　兆　1030　億円

自己資本比率 11.17　％
自己資本残高 13　兆　5658　億円
日本銀行券平均発行残高　121　兆　4447　億円

自己資本比率 7.45　％
自己資本残高 6　兆　0811　億円
日本銀行券平均発行残高　81　兆　5695　億円

1　億円

（注） 法定準備金等は、当期剰余金の処分における法定準備金積立額及び特別準備金（1319万円）を含む。

3 まとめ

令和 6年 3月の「金融政策の枠組みの見直し」の決定以降における金融政策運営等を踏まえた「 2 日

本銀行の財務の状況」をまとめると、次のとおりである。

⑴ 資産、負債等

6年度における長期国債の買入額等の状況をみると、買入額は、日本銀行が減額計画に基づき買入

れの減額を進めたことなどにより、前年度から 26兆 4994億円減少して 61兆 0815億円（量的・質的

金融緩和導入前の平成 24年度は 44兆 8614億円）となっている。また、保有長期国債の償還等額は、

前年度から 5兆 7131億円減少して 72兆 4707億円（同 24兆 1988億円）となっている。令和 6年度末

における保有長期国債の貸借対照表価額、含み損益等の状況をみると、貸借対照表価額は、買入額が

償還等額を下回ったことから、前年度末から 11兆 3892億円減少して 574兆 2275億円（平成 24年度

末 91兆 3492億円の約 6.2倍）となっている。また、含み損益については、市場金利の動向を反映し

て時価が貸借対照表価額を下回って含み損が生じており、その額は前年度末から 19兆 1913億円増加

して 28兆 6228億円（24年度末は 2兆 5248億円の含み益）となっている。

令和 6年度末における ETFの貸借対照表価額及び含み損益の状況をみると、貸借対照表価額は、

前年度末とほぼ同額の 37兆 1861億円（平成 24年度末 1兆 5440億円の約 24.0倍）となっている。ま

た、含み損益については、株式市場の動向を反映して時価が貸借対照表価額を上回って含み益が生じ

ており、その額は前年度末から 4兆 4408億円減少して 32兆 8712億円（24年度末は 5501億円）と

なっている。

令和 6年度末における総資産残高及び総負債残高の状況をみると、総資産残高は、保有長期国債や

「貸出金」が減少したことなどから、前年度末から 26兆 6562億円減少して 729兆 7669億円（平成 24

年度末 164兆 8127億円の約 4.4倍）となっている。また、総負債残高は、「その他預金」が増加した一

方、日銀当座預金が減少したことなどから、前年度末から 26兆 7476億円減少して 723兆 8398億円

（同 161兆 5239億円の約 4.4倍）となっている。
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⑵ 損益、当期剰余金の処分等
令和 6年度における長期国債利息の状況をみると、受取利息が増加したほか、利息調整損益のマイ

ナス幅が縮小したことから、前年度から 3587億円増加して 2兆 0746億円（平成 24年度 6005億円の

約 3.4倍）となっている。

令和 6年度における補完当座預金制度に係る支払利息の状況をみると、超過準備額等の残高に対す

る適用利率が年 0.1％から年 0.5％へと段階的に引き上げられたことなどから、前年度から 1兆 0629

億円と大幅に増加して 1兆 2517億円（平成 24年度 315億円の約 39.6倍）となっている。

令和 6年度における経常損益の状況をみると、経常収益は、長期国債利息が増加した一方、外貨建

資産から生ずる為替差損益について為替差益から為替差損に転じたことなどから、前年度から 5100

億円減少して 4兆 5757億円（平成 24年度は 1兆 3982億円）となっている。また、経常費用は、補完

当座預金制度に係る支払利息が増加したことなどから、前年度から 1兆 3376億円増加して 1兆 7835

億円（同 2665億円）となっている。そして、経常収益から経常費用を差し引いた経常利益は、前年度

から 1兆 8477億円減少して 2兆 7922億円（24年度 1兆 1316億円の約 2.4倍）となっている。

令和 6年度における特別損益としての債券取引損失引当金及び外国為替等取引損失引当金の積立額

等の状況をみると、債券取引損失引当金は、長期国債利息に所定の比率を乗じて得た収益の額 1兆

8315億円と、有利子負債に係る支払利息等の損失の額 1兆 3587億円との差額の 100％に相当する額

が積み立てられており、積立額は前年度から 4499億円減少して 4727億円（平成 24年度は計上なし）

となっている。また、外国為替等取引損失引当金は、前年度の 1兆 3021億円の為替差益が 908億円

の為替差損に転じているが、取崩しは行われていない（同 3018億円の積立て）。

令和 6年度における当期剰余金及びその処分の状況をみると、当期剰余金は、経常利益が減少した

一方、特別損失が減少したこと、法人税等が減少したことなどから、前年度から 229億円減少して 2

兆 2642億円（平成 24年度は 5760億円）となっている。また、法定準備金は、当期剰余金の 5％に相

当する額が積み立てられており、積立額は、当期剰余金が減少したことから、前年度から 11億円減

少して 1132億円（同 288億円）となっている。そして、国庫納付金は、当期剰余金が減少したことな

どから、前年度から 217億円減少して 2兆 1510億円（同 5472億円）となっている。

⑶ 自己資本
令和 6年度末における自己資本比率の状況をみると、自己資本残高が増加したことなどから、前年

度末から 0.61ポイント上昇して 11.78％（平成 24年度末は 7.45％）となっている。

日本銀行は、令和 6年 7月に決定した減額計画に基づき長期国債の買入れの減額を進めており、 6年

度末における日本銀行の資産及び負債の規模は前年度末から縮小しているものの、引き続き高水準にあ

る。また、日本銀行は、 7年 6月に、減額計画の中間評価を行い従来の減額計画を維持するとともに、

8年 4月から 9年 3月までの間の新たな減額計画を決定している。本院としては、これらを踏まえて、

日本銀行の財務の状況について引き続き注視していくこととする。
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